
 

貸 借 対 照 表 

（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

                                            

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 2,174,065. 流 動 負 債 1,861,247 

 現 金 及 び 預 金 929,532  買 掛 金 202,830 

 売 掛 金 272,235  未 払 金 447,725 

 商 品 13,741  前 受 金 453,897 

 未 収 入 金 886,376  未 払 法 人 税 等 8,031 

 そ の 他 72,180  未 払 消 費 税 等 12,201 

    預 り 金 730,791 

    役 員 賞 与 引 当 金 5,580 

    そ の 他 189 

   固 定 負 債 － 

固 定 資 産 40,658 負 債 合 計 1,861,247 

 有 形 固 定 資 産 2,739 純 資 産 の 部 

 工 具 器 具 備 品 8,382 株 主 資 本 353,477 

 減 価 償 却 累 計 額 △5,643  資 本 金 30,000 

 無 形 固 定 資 産 2,123  資 本 剰 余 金 － 

 ソ フ ト ウ ェ ア 12,600  利 益 剰 余 金 323,477 

 減 価 償 却 累 計 額 △10,476  利 益 準 備 金 5,044 

 その他 35,796  そ の 他 利 益 剰 余 金 318,433 

    繰 越 利 益 剰 余 金 318,433 

   純 資 産 合 計 353,477 

資 産 合 計 2,214,724 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,214,724 

（注）記載内容には、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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注  記  表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

    イ．時価のない出資金 

      組合等の財産の持分相当額を出資金として計上し、組合等の営業により獲得した損益の

持分相当額を損益として計上する方法によっております。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    工具器具備品・・・・・・・・・・・3～5 年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用見込可能期間（5 年以内）に

基づく定額法によっております。 

ハ．リース資産 

      該当事項はありません。 

 

（３）重要な引当金の計上基準  

役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担すべき額を 

計上しております。 

           

（４）重要なリース取引の処理方法 

    該当事項はありません。 

 

（５）その他計算書類作成のための重要な事項 

  イ．消費税等の会計処理・・・・・・・・・税抜方式 

  ロ．連結納税制度を適用しております。 

 

 

２． 会計方針の変更に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 

３． 表示方法の変更に関する注記 

該当事項はありません。 
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４． 誤謬の訂正に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 

５． 株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式総数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末の 

株式数 

当事業年度増加 

株式数 

当事業年度減少 

株式数 

当事業年度末の 

株式数 

普通株式 3,000 株 -株 - 株 3,000 株 

 

（２）当事業年度末日における新株予約権等に関する事項 

 平成 25 年７月 19 日取締役会決議分 

目的となる株式の種類 普通株式 

目的となる株式の数 40 株 

新株予約権の残高 40 個 

 

（３）自己株式の総数に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 

６． 当期純利益額 119,140 千円  

 


